
条件付き一般競争入札の実施について(公告・個別事項) 

次のとおり条件付き一般競争入札を行うので、条件付き一般競争入札の実施に

ついて(公告・共通事項)及びこの公告により、公告します。 

令和４年 12 月 19 日 

公益財団法人 富山県下水道公社 

１ 入札に付する事項 

入札番号 ３ 

業務委託名 
神通川左岸流域下水道神通川左岸浄化センター等運転管

理業務委託 

履行場所 射水市海竜町地内外 

業務概要 

神通川左岸浄化センターの水処理及び汚泥処理施設の運

転操作・監視、保守点検・整備及び水質試験等、並びに、

幹線管渠に付属するポンプ場、計装設備及び伏越等の管理

業務 

履行期間 令和５年４月１日から令和 10 年３月 31 日まで 

予定価格 
５年間の合計金額 

６９８，４００，０００円（消費税相当額を除く。） 

その他 

ア この入札は、事前審査方式により実施します。 

  なお、入札時には「入札書」及び「業務委託費内訳書」

を提出することとし、業務委託費内訳書に重大な誤りが

あると認められる場合は、最低価格入札者であっても落

札者となることができない場合があります。 

イ 現在の受託者以外の者が落札者となった場合は、令和

５年３月１日から令和５年３月 31 日までの間に当該業

務委託に係る事務引継ぎ及び技術指導を受けること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）に関する事項 

  入札に参加できる者は、次の（１）に揚げる条件をすべて満たす単独企業又

は（２）に揚げる条件をすべて満たす共同企業体とする。 

（１）単独企業 

ア 登録簿の

登載 

下水道処理施設維持管理業者登録規定（昭和 62 年建設省

告示第 1348 号）第２条の規定に基づき、下水道処理施設

維持管理業者登録簿に登録されている者。（注１） 

イ 類似業務

の受注実績 

地方公共団体又は地方公共団体が出資若しくは出捐をし

ている団体に係る汚泥溶融炉を有する標準活性汚泥法又

はそれと同等以上の処理方式による１日最大処理能力８

万立方メートル以上の下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）



第２条第６号に規定する終末処理場（以下「下水終末処理

場」という。）における水・汚泥処理施設運転管理業務の

受注実績を過去５年間（令和４年度を含む。以下同様とす

る。）に１年以上有する者。（注２、３） 

ウ 配置人員

及び資格要

件 

次の要件を満たす者をすべて配置できること。なお、配置

人数は様式２に記載するところによる。（注４） 

１）業務総括責任者 

   資格要件(ｱ)、(ｲ)、(ｵ)を満たす者 

２）副総括 

資格要件(ｱ)、(ｳ)、(ｵ)を満たす者 

３）主任 

資格要件(ｱ)、(ｴ)、(ｵ)を満たす者 

＜資格要件＞ 

（ｱ）下水道法施行令（昭和 34 年政令第 147 号）第 15 条

の３に定める資格を有すること。 

（ｲ）汚泥溶融炉を有する標準活性汚泥法又はそれと同等

以上の処理方式による下水終末処理場における水・汚

泥処理施設運転管理業務の業務責任者として、２年以

上の実務経験を有すること。 

（ｳ）汚泥溶融炉を有する標準活性汚泥法又はそれと同等

以上の処理方式による下水終末処理場における水・汚

泥処理施設運転管理業務全般について、３年以上の実

務経験を有すること。 

（ｴ）汚泥溶融炉を有する標準活性汚泥法又はそれと同等

以上の処理方式による下水終末処理場における水・汚

泥処理施設運転管理業務全般について、２年以上の実

務経験を有すること。 

（ｵ）入札参加者と直接的な雇用関係にあるものを専任で

配置できること。 

エ 有資格者

の配置 

次の資格を有する者を１名以上配置できること。（但し、

※は２名以上とする。）（注５） 

１）電気主任技術者 

２）電気工事士 

３）危険物取扱者（甲種又は乙種第４類） 

４）玉掛け技能講習修了者 

５）酸素欠乏･硫化水素危険作業主任者技能講習修了者※ 

６）床上操作式クレーン運転技能講習修了者（又は同等以

上の知識を有すると認められる者） 

７）車両系建設機械（整地･運搬･積込み用及び掘削用）運

転技能講習修了者（該当者がない場合、契約後１年以

内に運転技能講習修了者配置の確約ができる者） 



（２）共同企業体 

入札参加資格 

１）共同企業体の構成員は２名以内であること。 

２）共同企業体の構成員すべてが、（１）のアに掲げる条

件を満たす者であること。 

３）共同企業体の構成員すべてが同一入札に他の共同企業

体の構成員又は単独企業として参加するものでないこ

と。 

４）共同企業体の構成員の出資比率は、２０％以上で代表

構成員の出資比率は構成員中で最大であること。 

類似業務の 

受注実績 

１）代表構成員 

（１）のイに掲げる条件を満たす者。 

２）代表構成員以外の構成員 

地方公共団体又は地方公共団体が出資若しくは出捐を

している団体に係る標準活性汚泥法又はそれと同等以

上の処理方式による下水終末処理場における水・汚泥処

理施設運転管理業務の受注実績を過去５年間に１年以

上有する者。（注２、３） 

配置人員及び 

資格要件 

共同企業体は、（１）のウに掲げる条件を満たすものであ

ること。但し、業務統括責任者は代表構成員と直接的な雇

用関係がある者とする。なお、代表構成員以外の構成員は、

直接的な雇用関係がある者を１名以上業務責任者として

選任すること。（注４） 

有資格者の 

配置 

共同企業体は、（１）のエに掲げる条件を満たすものであ

ること。（注５） 

（注） 

 １ 下水道処理施設維持管理業者登録規定（昭和 62 年建設省告示第 1348 号）第２条

の規定に基づき、下水道処理施設維持管理業者登録簿に登録されていることを証明

するものの写しを提出。 

 ２ 「様式第３号」により提出すること。

３ 受注実績について、同一会社の場合は本社、支店、営業所等の区分は問わない。 

４ 「様式第４号」により提出すること。 

５ 「様式第６号」により提出すること。 

３ 入札参加資格確認申請書等の提出 

入札参加資格確認 

申請書 
様式第１号 

持参又は 

郵送（書留郵便） 

※提出期限までに 

必着

入札参加資格 

確認書 
様式第２号 

添付書類 
各様式の注意書き等に記載

する書類 



提出場所 
（公財）富山県下水道公社 施設管理課 

 〒933-0981 高岡市二上字梅田 313-3 

   電話 0766-24-5104

４ 入札手続き及び日程 

入札手続き 期 間（注１） 方 法 

入札参加資格確認申請

書等及び添付書類 

令和４年12月20日（火）から 

令和５年１月６日（金） 

午後５時まで 

持参又は 

郵送（書留郵便） 

公告に関する質問 

（注２、３） 

令和４年12月19日（月）から 

令和５年１月 23日（金） 

午後５時まで 

持参又は 

郵送（書留郵便） 

設計書等の配布（注４） 令和５年12月19日（月）から ダウンロード 

現場説明会 ありません。  

入札参加資格の確認の 

通知 
令和５年１月 13日（金）まで FAX で通知 

入札参加資格が無いと

された者の理由の説明

の要求（注５） 

令和５年１月 16日（月）から 

令和５年１月 18日（水）まで 
持参 

理由の説明の要求に 

対する回答 
令和５年１月 20日（金）まで 文書により回答 

設計書等に関する質問

（注２、６） 

令和４年12月19日（月）から 

令和５年１月 23日（金） 

午後５時まで 

持参又は 

郵送（書留郵便） 

入札期間（注７、８） 

令和５年１月 25日（水）から 

令和５年１月 27日（金） 

午後３時まで 

持参又は 

郵送（書留郵便） 

開札（注９、10） 
令和５年１月 27日（金） 

午後４時から 

関係職員２名以上

で実施 

提出場所 

（公財）富山県下水道公社 施設管理課 

 〒933-0981 高岡市二上字梅田 313-3 

   電話 0766-24-5104 

※入札書については、下記とする。 

（公財）富山県下水道公社 総務課 

〒933-0981 高岡市二上字梅田 313-3 

   電話 0766-24-5104 

（注） 

 １ 持参又は郵送により提出する書類は、表中で締切時間を指定した場合を除き、富

山県の休日を定める条例（平成元年富山県条例第１号）第１条第１項に規定する県

の休日（以下「休日」という）を除く午前８時 30 分から午後５時 15 分まで（持参

の場合は正午から午後１時までの時間を除く。）に担当部署に必着すること。 

 ２ 質問事項を記載した質問書を提出すること。 



 ３ 公告に関する質問で、他の者の入札に影響があるものについては、その概要を（公

財）富山県下水道公社ＨＰホームページで公表する。 

 ４ 設計書等を（公財）富山県下水道公社ＨＰ（下記ＵＲＬ）の「入札情報」からダ

ウンロードすること。 

https://toyama-swg.or.jp/bid

 ５ 説明を求める理由を記載した文書を提出すること。 

 ６ 設計書等に関する質問で他の者に影響があるものについては、その概要を（公 

財）富山県下水道公社ＨＰホームページで公表する。 

 ７ 入札書を直接持参又は郵送（書留郵便）する場合は、封筒に入れ、表に業務委託

名を記載し封かんすること。（記載例「神通川左岸浄化センター海域等調査業務委

託」入札書）また、入札書の宛先は「公益財団法人 富山県下水道公社 理事長 蔵

堀 祐一」とすること。 

 ８ 業務委託費内訳書のない入札書は無効とする。 

９ 入札参加者は、見積りの結果、予定価格の範囲内で入札書の提出が出来ないと判

断した場合は、入札期間の前々日までに辞退する旨を電話等で連絡しなければなら

ない。 

 10 入札回数は 1回限りとし、落札者がないときは不調とする。 

５ その他 

  その他不明な点については、担当部署である（公財）富山県下水道公社施設

管理課（電話 0766-24-5104）に問い合わせること。 


